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ま え が き 

 

 我が国においては、2005年には人口が減少に転じ、今後の一層の少子高齢化の進行により、

本格的な人口減少社会が到来する見通しとなっている。人口減少により労働力人口が大幅に

減少することになれば、経済成長の供給側の制約要因となる他、需要面でもマイナスの影響

を与えるおそれがある。 

 こうしたことから、厚生労働大臣が独立行政法人労働政策研究・研修機構に対して指示し

た第２期中期目標期間（平成19～23年度（2007～2011年度））における労働政策の課題に係

る調査研究テーマ（プロジェクト研究）の一つとして、｢人口減少下における全員参加型社

会の在り方に関する調査研究」が示され、当機構では労働力人口の減少を抑え、経済社会の

活力を維持・増進できるよう、高齢者、女性、若者等すべての人の意欲と能力とを最大限発

揮できるような環境整備の在り方について調査研究を行っている。 

 特に、団塊の世代が2007年より60歳を迎え、定年到達者が大幅に増え、2012年には65歳に

到達し始めるなど、高齢者の能力を活かすための取り組みを早急に進める必要がある。 

 そこで、プロジェクト研究｢人口減少下における全員参加型社会の在り方に関する調査研

究｣では、サブ研究として「高齢者の就労促進に関する研究」を平成19年度から先行し、高

齢者がその意欲と能力と発揮し、年齢にかかわりなく働くことが出来るような環境整備の在

り方について研究を行うこととした。 

 他方、高齢者の就業率は長期的には低下がみられる。従って、高齢者の就業促進を図るた

めには、まず、高齢者の就業率の変動要因を分析し、それに対する処方箋を探ることが必要

である。このため、本研究では、１年目（平成19年度）は、既存の調査により、高年齢者の

就業・引退行動の要因、高年齢者雇用に関する企業の雇用管理等と高齢者の雇用状況との関

係等を分析し、高齢者の就業率の変動要因を明らかにし、高齢者の就業率の向上を図るため

の環境整備の課題を探ることとした。その意味で、本報告書は、「高齢者の就労促進に関す

る研究」の中間報告と位置づけられる。なお、平成20年度は、本結果等を踏まえ、高齢者の

就業実態分析、個別論点等のより詳細な分析等を行い、高齢者が意欲と能力があれば、年齢

にかかわりなく働けるような社会の在り方についての検討を予定している。 

 本報告書が、政策担当者、企業経営者、労働者をはじめ、高齢者の就労に関心を持つ方々

に資するところがあれば、幸いである。 
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